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論文要旨
論文要旨
　日本では少子高齢化が進み、2025 年には3 人に一人が65 歳以上、
5 人に一人が 75 歳以上の超高齢化社会になると言われている。こ
れにより必要な介護を受けられない介護難民が全国で 43万人にの
ぼり、特に急激な高齢化が進む東京圏では全体の 3 割の 13万人が
介護難民となる深刻な試算が発表されている。一方で、中山間地域
における地方都市では高齢化は落ち着き、人口減少の時代となる。
公共サービスの効率化のためにも、まちのコンパクト化が求められ
る。東京圏の人口一極集中を緩和すべく、アクティブシニアの地方
移住を促す「日本版 CCRC」を国が主導しているが、課題は残る。
　本研究では奥羽山脈の麓の中山間地域に位置する人口約 20,000
人の A町を対象とする。A町は 2004 年に 3町村合併により成立して
おり、公共施設の再編を進めている自治体である。今後、似た背景
から施設再編を行う自治体も多い。そこで本研究では、中山間地域
における公共施設の再編と連携しつつ既存施設を利用することで、
従来の問題を解決する日本における新たな CCRC モデルの構築を目
的とし、具体的な設計提案を行う。
　本論文は、以下に示す 5 つの章で構成される。
　第 1 章では、中山間地域における、まちの集約化の必要性と
CCRC の可能性について示唆し、本論文の背景・目的について論じた。
中山間地域における CCRC に関する考察および設計提案
— 沿道型居住域の構築によって —
論文要旨
　第 2 章では、もともと米国で発展した CCRC がどのように日本で
取り入れられ、どのような課題を抱えているかを示し、日本の中山
間地域における目指すべき CCRC の性質をまとめた。目指すべき
CCRC は、富裕層ではなく年金生活者を対象としたものであり、①移
住者と地域住民のコミュニティの交流があり、②継続的なケアを受
けることができ、終の住処としての性質を持つものである。
　①に関しては、まちの既存施設を利用することで、まちに溶け込
むように計画することで条件を満たす。②に関しては、公共施設の
再編と連携し、施設整備とサービスの面で補完することとする。
　第 3 章では、人口減少下の中山間地域におけるまちのコンパクト
化について取り上げ、集約すべき都市機能の要素を示した。また、
A 町の都市構造について分析し、集約エリアを決定した。まず、地
域包括ケアシステムの空間要素を参照し、[ 住居 / サービス拠点 / 
活動拠点 / 生活利便施設 ] といった集約すべき要素を示した。
　次に、A 町のなかで、旧行政地区の a,b,c の 3地区において、最
も人口密度の高い b地区を対象とすることとした。b 地区は旧街道
が通り宿場町として栄えた地区であり、その成り立ちと、道路の重
要性に着目し、点的に都市機能を集約するのではなく、主要道沿い
に都市機能を集約し、それに沿って線的に居住域を構築することと
した。具体的には、近傍に郊外型ショッピングセンターが立地し、
生活の中心が郊外の商業エリアに取って代わられている現状を踏ま
え、中心市街地の旧街道沿いエリアと郊外の商業エリアの両エリア
をつなぐように CCRC の居住域を構築することを提案した。
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 第 4 章では、3 章で決定した CCRC 居住域の構築エリアに集約する
プログラムと設計用地の検討を行った。まず、都市機能をプロット
した上で、立地・[地域包括ケアの空間要素 ]を踏まえて、3 章で
決定した集約エリアに集約するプログラムを検討した。具体的には、
公営住宅 /集会所 /ホール /調理室 /工作室 /保健センター /自習
室 /デイサービス /グループホームを集約する。設計用地は、主に
空き地 /空き家 /駐車場 /エリア内公共施設を検討対象とした。
　第5 章では、前章をもとに具体的な設計提案を3 パターン行った。
[①現在床が余っている行政センター (旧 A町本庁舎 )を改修し、
集会所 /ホール /調理室 /工作室 /デイサービス /保健センター /
グループホームの機能を挿入するもの。][②サービス付き高齢者向
け住戸を接続エリアに計画するもの。][③公営住宅の機能も担保す
る集合住宅 ]である。これらの設計提案を通して、中山間地域にお
ける CCRC の可能性及び今後の課題を示した。
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第１章　研究の背景と目的
　日本では少子高齢化が進み、2025 年には 3 人に一人が 65 歳以
上、5 人に一人が 75 歳以上の超高齢化社会になると言われている。
これにより必要な介護を受けられない介護難民が全国で 43 万人に
のぼり、特に急激な高齢化が進む東京圏では全体の 3 割の 13 万
人が介護難民となる深刻な試算が発表されている。一方で、中山
間地域における地方都市では高齢化は落ち着き、人口減少の時代
となる。公共サービスの効率化のためにも、まちのコンパクト化
が求められる。東京圏の人口一極集中を緩和すべく、アクティブ
シニアの地方移住を促す「日本版 CCRC」を国が主導しているが、
課題は残る。
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　本研究では奥羽山脈の麓の中山間地域に位置する人口約 20,000
人の A町を対象とする。A町は 2004 年に 3町村合併により成立し
ており、公共施設の再編を進めている自治体である。今後、似た
背景から施設再編を行う自治体も多い。そこで本研究では、中山
間地域における公共施設の再編と連携しつつ既存施設を利用する
ことで、従来の問題を解決する日本における新たな CCRC モデルの
構築を目的とし、具体的な設計提案を行う。
■A町の概要
面 積 168.34㎢
約20,000人人 口
35.5%高齢化率
約120億円歳 入
57.2%可 住 地
農業(稲作)産 業
湧水・ラベンダー名 産
150cm(平地平均)積 雪
東京都大田区友好都市
※数値は 2014 年のもの
小学校 A
小学校 B
小学校 C
A 町
県道11号
5km
N
b 地区
a地区
旧町村地区
c地区
図1. A町の基本データ
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第 2章　CCRC の意義
2-1. 米国での CCRC と日本版 CCRC
　そもそも「CCRC」とは、「Continuing Care Retirement 
Community」( 継続的なケア付きの高齢者たちの共同体 )の略語で
あり、定年退職を迎えた高齢者が、余生を健康的に楽しみながら
暮らす街として米国で発達した概念である。元気なうちにコミュ
ニティに移住し、必要な時に医療・介護のサービスを利用し、最
期まで住み続けることができる場所を指す。それを政府主導によ
り日本の状況に合わせて取り入れたものが「日本版 CCRC」であり、
高齢者の地方移住を促すことで首都圏の人口集中の緩和と地方の
活性化を目指している。
　
http://kah.kendal.org/gallery/photo-gallery/
■米国におけるCCRCの代表例：Kendal at Hanover
図2. Kendal at Hanoverの俯瞰写真
http://kah.kendal.org/gallery/photo-gallery/より引用
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 米国の CCRC の特徴と日本での CCRC の特徴をまとめると (図 .3)
のようになる。
(1) 米国における CCRC
　民間が主体で行われ、富裕層向けであるため入居一時金や月額
利用料はかなり高額である。そのため富裕層が集まったゲーティッ
ドコミュニティになりがちであるが、そのコミュニティ内では必
要に応じてあらゆるサービスを継続的に受けることができること
が大きなメリットと言える。民間主体の高齢者産業である。
(2) 日本での CCRC
　政府主導で進められている構想であり、主として年金生活者を
対象としているため米国に比べ入居者の負担金はリーズナブルに
なると予想される。富裕層を対象としたものの可能性も挙げられ
ているが、日本では米国のような富裕層は少なく、やはり年金生
活者を対象としたものがこれから先も主となると予測できる。そ
のため、国から補助金が出るとはいえ資金確保の難しさから、継
続的なケアを実現するネットワークを一から構築することは現実
的に難しい。地域の拠点を利用する事例もあるが、コミュニティ
の交流が少ない。地元住民にとって利益が少ないなどの課題があ
る。
■米国と日本それぞれにおけるCCRCの特徴
表1. 米国と日本のCCRCにおける課題
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2-2. 目指すべき CCRC の条件と意義
　目指すべき CCRC は、富裕層ではなく年金生活者を対象としたも
のであり、①移住者と地域住民のコミュニティの交流があり、②継
続的なケアを受けることができ、終の住処としての性質を持つも
のである。
　①に関しては、まちの既存施設を利用することで、まちに溶け
込むように計画することで条件を満たす。②に関しては、公共施設
の再編と連携し、施設整備とサービスの面で補完することとする。
　そして、移住者の居住域の構築をまちのコンパクト化と絡めて
中心要素とすることで、移住者にとって暮らしやすい環境が整う。
(図 3)
■CCRCの意義
人口集中緩和
首都圏 地方
居住域の構築
郵便局・銀行 医療施設
商店食事処
福祉拠点
移住
図.3 CCRCの意義
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第 3章　まちのコンパクト化
3-1. コンパクトシティ
　政府が進める政策の一つにコンパクトシティ政策が挙げられる。
これは地方都市において駅前を中心市街地として、そのエリアに
都市機能を集約することで活性化を狙うものであり、多くの試み
がなされている。しかし、中山間地域においては、離散的に都市
機能が分布する地域も多く、まちの中心を点的に定めて集約する
には無理がある地域も多い。まちのコンパクト化については地域
に応じた方策が求められて然るべきである。
図4. コンパクトシティのイメージ図
駅前をまちの中心と捉え、機能を集約する
[ まちなか居住 /都市福利施設の整備 /商業施設誘致 ]
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3-2. 地域包括ケアシステム 
　地域包括ケアシステムとは、高齢化社会の福祉サービスの維持
のために、入居施設に頼るのではなく、在宅のまま地域の包括的
な支援でサポートしていく取り組みである。地域包括ケアの実現
において必要とされる要素としては、5 つの要素が挙げられてお
り、①住まい ②生活支援 ③保健・予防 ④介護 ⑤医療である。
なかでも、空間要素としては [ 住居 / サービス拠点 / 活動拠点
/ 生活利便施設 ] が挙げられており、これらの要素が集約・連携
されることで終の住処としての条件が満たされると言える。
図5. 包括ケアシステムの要素
地域包括ケアシステム
団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮
らしを人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・保健予防・生活支援が一体的に提供されるシステ
ム。
住居 サービス
拠点
活動
拠点
生活利便
施設
<地域包括ケアの空間要素>
医療・介護の他に健康増進や
社会参加の手助けも行う場所
カフェなど
気軽に立ち寄れる場所
スーパーなどの中間的就労の場で
あり、地域住民との関わりの場
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3-3. A 町の都市構造
3-3-1. 中心市街地 ( 図 .6)
　A 町において人口密度が最も高い、中心市街地と言えるエリア
は図の点線で囲ったエリアである。旧行政地区の a,b,c の 3 地区
に分けて見てみると、b地区の中心市街地にあたる。よって、A町
における b地区を本研究の対象とすることにした。
■A町の人口分布
人口密集地域
a地区
b地区
c地区
凡例 :
0 人
1 人～50 人
51 人～150 人
151 人～300 人
301 人
図.6 A町500mメッシュ人口分布
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3-3-2. 道路の重要性 (旧街道とバイパス、除雪コストの問題 )
　b地区は旧街道が通り、宿場町として栄えた歴史をもつ。また、
この地域は豪雪地帯であり、町は除雪コスト削減のために除雪ルー
トの効率化に取り組んでいる。まちの成り立ちと現在抱えている
問題から、道路の重要度に着目し、点的に都市機能を集約するの
ではなく、主要道沿いに都市機能を集約し、それに沿って居住域
を構築することとした。
3-3-3. コンパクト化×CCRC　沿道型居住域の構築 ( 図 .7)
　具体的には、近傍に郊外型ショッピングセンターが立地し、生
活の中心が郊外の商業エリアに取って代わられている現状を踏ま
え、中心市街地の旧街道沿いエリアと郊外の商業エリアの両エリ
アをつなぐように CCRC の居住域を構築することを提案した。
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県道
旧街道
バイパス
ショッピングセンター
CCRC 事業者がエリア整備
郊外商業エリア
旧街道沿い中心市街地エリア
住居 サービス
拠点
活動
拠点
生活利便
施設
CCRC事業者が整備 公共施設を集約することで整備 郊外の商業エリアを利用既存施設の利用
CCRC事業者が整備
図.7 沿道型居住域の構築
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第 4章　集約プログラムの検討
　3 章で決定した CCRC 居住域の構築エリアに集約するプログラムと設
計用地の検討を行う。 現在の b 地区の都市機能をプロットした上で、
公共施設と地域包括ケアシステムの空間要素に示される機能を抽出し
た。
第 4章　集約プログラムの検討
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
■ b 地区市街地の現在の都市機能
現在 b地区にある様々な施設を目的別に分類し、その分布を示した。
1) 医療・福祉以外の生活に密接な施設
各種商店や飲食店、銀行や薬局など、住民の生活に深く関わる施設の分布を図
に示した。（図 8）
　特に生活用品調達に必要な商店の分布に着目すると、市街地の中心部に酒蔵・
酒屋や青果店、魚屋などの小さな商店が連なる一方、市街地近傍には郊外型
ショッピングセンターが位置している。したがって現状住民は、中心市街地で
買い物をしようとすると目的別で各商店を回る必要があり、高齢者にとって多
くの店を一度に回ることは非常に困難であると予想される。そのため、必要な
ものが一度に全て購入できるショッピングセンターの需要は大きく、市街地の
商店街に取って代わられているという現状がある。したがって、今回の設計に
おいて市街地の商店街内と各拠点間に包括的なネットワークを構築すること
で、これらの問題の解決を目指す。
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図 8. 医療・福祉以外の生活に密接な施設の分布
　　　
郊外型ショッピングセンター
第 4章　集約プログラムの検討
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
2) 高齢者福祉施設
老人ホームなどの高齢者施設の分布を図に示した。（図 9）
現在、大型の高齢者向け施設は市街地中心地には数少なく、全体的に各福祉施
設は点々と離散して位置していることが見て取れる。したがって本設計計画の、
中心地にサービス拠点を整備することとサービス付き高齢者向け住宅の提案
は、移住する高齢者への福祉・医療的支援において重要な意味を持つ。
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図 9. 高齢者福祉施設の分布
第 4章　集約プログラムの検討
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
3) 医療施設
地域内の病院の分布を図に示した。（図 10）
2) の高齢者施設と関連して高齢者の快適な生活に必要不可欠な施設が病院で
ある。この市街地周辺には大型の総合病院は存在せず、病院数も多くはない。
また高齢者施設と同様に集約されず離散的に点在し、例えば 1日に歯科と内
科に通う日があれば、高齢者ではかなりの移動距離となることが予想される。
したがって移住者へのサービス拠点や居住域と病院のネットワーク強化、移
動手段の整備が望まれる。
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図 10. 医療施設の分布
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー 第 4章　集約プログラムの検討
　4-1. 公共施設
　周辺 16 施設の公共施設の立地、 機能を評価し、 集約すべきものを
選定した。 集約エリア内に立地しているものが 4 施設であり、 機能集
約するものを 6 つ抽出した。
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図11. 公共施設の立地と集約する公共施設の概要
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー 第 4章　集約プログラムの検討
表 2. 公共施設の概況
■ 公共施設の立地と集約する公共施設の概要
集
約
す
る
施
設
エ
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第 4章　集約プログラムの検討
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
　4-2. 住居
　前述の通り、 旧街道沿い中心市街地エリアと郊外商業エリアを接続
するように居住域を構築する。 また、 公営住宅を廃止し、集約エリアの
空地にも点々と住居を計画することで、公営住宅の機能を代わりに担保
するものとする。 これらは 5 章の設計提案にて具体的に言及する。
図12. 計画する主な住居エリア
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第 4章　集約プログラムの検討
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
　4-3. サービス拠点
　サービス拠点とは、 介護 ・ 医療におけるサービス拠点を表す。 エリ
ア内には既に、 訪問介護ステーション / 小規模多機能型居宅介護 /
歯科 / 整骨院 / 薬局があり、 保健 ・ 福祉系の公共施設の集約のほか
に、 近隣の個人開業医療施設 ( 内科、 外科、 はり ) を誘致することと
する。
図13. サービス拠点となる高齢者施設
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第 4章　集約プログラムの検討
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
　4-4. 活動拠点
　活動拠点とは、 地域の住民が気軽に立ち寄り、 集う、 自助や互助
を促すキッカケとなる拠点を表す。 エリア内には既に、 神社、 学校、
カフェ ・ 食事処、 郵便局、 農協が立地している。
図14. 活動拠点となる施設
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中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
　4-5. 生活利便施設
　生活利便施設とは、 スーパーなどの中間的就労の場であり、 地域
住民との関わりの場を表す。 主に郊外商業エリアにて担保する。 具体
的には、 スーパー / 衣料店 / クリーニング ・ ランドリー / ガスステーショ
ン / コンビニなどが立地している。
図15. 生活利便施設
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中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
4-6.プログラム間の連携ネットワーク
　抽出したプログラムの連携を考えて計画し、拠点をネットワーク化する。
中心市街地エリア内に点在する各拠点（サービス拠点、活動拠点、生活
利便拠点）を移住者向けの居住地を介し連結させると同時に、重複した
目的施設をコンパクト化させる。（例...保健センターにある栄養指導室と
老人福祉センターにある調理室を同じネットワーク下におくことで同じよう
な目的の利用者がどちらでも利用できるようにする　など）各施設がネット
ワークで繋がることによって、各高齢者に適したケアをその都度迅速かつ
包括的に提供できるシステムが構築できる。
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図 16. 各拠点のネットワーク構築の具体例
第 4章　集約プログラムの検討
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
　4-7. 設計計画用地
　設計計画用地は、 主に空き地 / 空き家 / 駐車場 / エリア内公共施
設を検討対象とした。
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図17. 設計計画用地
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中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案
　ー 沿道型居住域の構築によって ー
図18. 設計計画用地写真
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中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
第 5 章　設計提案
　  5-1. 福祉交流拠点
　　　5-1-1. 行政センターの改修
　　　5-1-2. サービス拠点への改修
　  5-2. サービス付き高齢者向け住宅
    5-3. 集合住宅
第 5章　設計提案
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
第 5章　設計提案
　3 パターンの設計を行う。 [(5-1) 主にサービス拠点としての性質を持つ
施設 (5-2) 移住者の住居であり、 地域住民と移住者の交流を促す活動拠
点としての性質を持つ施設 ( サ高住 ) (5-3) まちの隙間を埋めるように立地
する集合住宅 ] の 3 パターンである。
設計提案
住居
サービス
拠点
活動
拠点
生活利便
施設
旧街道沿いの中心市街地エリアの拠点
中心市街地エリアと郊外商業エリアを接続するエリアの拠点
居住域に点々と生じる空地を埋め、徐々に増えていく住居
①
特産品直売・食事処
斎場
卍
 3 パターンの設計提案概要
第 5章　設計提案
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
5-1. 福祉交流拠点
　5-1-1. 行政センターの改修
　もともと b 地区の町舎であり、 合併後しばらくは A 町の本庁舎であっ
た。 老朽化の問題を抱え、 本庁舎としての機能が a 地区の役場に移
されたあとは、 アクティブシニアによる有償ボランティアの人材派遣事務
所、 生活相談機能が納められている。 地上 3 階建てであるが、 現在
明確な目的で利用されているのは 1 階のみに留まり、 2 階と 3 階は余
剰床となっている。
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　　 ・ グループホームの増築
　　 ・ 既存部の改修
　　　　　　　スラブの斫り
　　　　　　　耐震補強
　
第 5章　設計提案
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
■まちの新たなシンボル
垂直性を強調する柱のデザインが特徴
建築の外皮がシンボル性をもつ
内部での多世代のアクティビティを見せ、それがシンボル性を帯びる
■福祉交流拠点
Concept　まちの新たなシンボル
庁舎としてまちのシンボルだった建築を改修し、乳幼児から
お年寄りまで多世代が利用する福祉のまちのシンボルとして
生まれ変わる。
ショッピングセンター
ガスステーション
①
②
③
④
特産品直売・食事処
第 5章　設計提案
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
吹き抜けをつくり、上下に視線が通るようにする事で、見る・見られるの関係を増やす
内部
鉄骨フレームを外壁に取り付け、耐震補強を行う。
この耐震フレームは中のアクティビティを切り取るフレームとなる。
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第 5章　設計提案
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
5-1-2. サービス拠点への改修
　保健センター ・ 医療モール ・ デイサービス ・ 集会機能などを集約し、
グループホームの機能を付加する。
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第 5章　設計提案
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
5-2. サービス付き高齢者向け住宅
　接続エリアにサービス付き高齢者向け住宅を整備し、 食堂を地域に
開放することで活動拠点としての性質を持たせる。
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中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
5-2. サービス付き高齢者向け住宅
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5-2. サービス付き高齢者向け住宅
　親和ゾーン : 屋根のかかった外部歩行空間
　　　　　　　　　　気軽に休憩できるスペースを設け、 エリア内の徒歩移動を促す
　 交流ゾーン ： 移住者と地域住民が交流する空間
　　　　　　　　　　食堂、 アトリエ、 学習室 ( 図書室 ) といったコモンスペースを　
　　　　　　　　　　地域に開放することで交流を促す
　 住戸ゾーン ： 移住者の住戸を計画する
第 5章　設計提案
中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
5-3.　集合住宅
　点々と空地が生じやすいこのエリアにおいて、隙間を埋めるように計画
する事を想定した集合住宅モデルを提案する。
5-3. 集合住宅 ⑨
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中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
結
結中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
結
　設計提案を通して、 中山間地域における CCRC の可能性及び今後
の課題を示した。
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中山間地域におけるCCRCに関する考察および設計提案　
ー 沿道型居住域の構築によって ー
梗概
第１章　研究の背景と目的
　日本では少子高齢化が進み、2025 年には3 人に一人が65 歳以上、5 人
に一人が75 歳以上の超高齢化社会になると言われている。これにより必要
な介護を受けられない介護難民が全国で43万人にのぼり、特に急激な高
齢化が進む東京圏では全体の3 割の13万人が介護難民となる深刻な試算
が発表されている。東京圏の人口一極集中を緩和すべく、アクティブシニア
の地方移住を促す「日本版CCRC」を国が主導しているが、課題は残る。一
方で、中山間地域における地方都市では高齢化は落ち着き、人口減少の
時代となる。公共サービスの効率化のためにも、まちのコンパクト化が求めら
れる。
　本研究は、中山間地域における公共施設の再編と連携しつつ既存施設
を利用する事で、従来の問題を解決する日本における新たなCCRCモデル
の構築を目的とする。研究対象は、奥羽山脈の麓の中山間地域に位置す
る人口約20,000人のA町(図.1)を対象とし、具体的な設計提案を行う。A町
は2004年に3町村合併により成立しており、公共施設の再編を進めている
自治体である。今後、似た背景から施設再編を行う自治体も多く、多くの地
域においてのモデルケースとなり得る。
第２章　CCRCの意義
2-1.米国でのCCRCと日本版CCRC (図.2)
　そもそも「CCRC」とは、「Continuing Care Retirement Community」(継続的
なケア付きの高齢者たちの共同体)の略語であり、定年退職を迎えた高齢
者が、余生を健康的に楽しみながら暮らす街として米国で発達した概念で
ある。元気なうちにコミュニティに移住し、必要な時に医療・介護のサービス
を利用し、最期まで住み続けることができる場所を指す。それを政府主導に
より日本の状況に合わせて取り入れたものが「日本版CCRC」であり、高齢
者の地方移住を促すことで首都圏の人口集中の緩和と地方の活性化を目
指している。
　米国のCCRCの特徴と日本でのCCRCの特徴をまとめると(図.3)のようにな
る。
(1)米国におけるCCRC
　富裕層向けであり、富裕層が集まったゲーティッドコミュニティになりがち
であるが、そのコミュニティ内ではあらゆるサービスを受けられる。民間主体
の高齢者産業である。
(2)日本でのCCRC
　政府主導で進められている構想であり、主として年金生活者を対象として
いる。富裕層を対象としたものの可能性も挙げられているが、日本では米国
のような富裕層は少なく、やはり年金生活者を対象としたものがこれから先
も主となると予測できる。そのため、国から補助金が出るとはいえ、継続的な
ケアを実現するネットワークを一から構築することは現実的に難しい。地域
の拠点を利用する事例もあるが、コミュニティの交流が少ない。地元住民に
とって利益が少ないなどの課題がある。
2-2.目指すべきCCRCの条件と意義
　目指すべきCCRCは、富裕層ではなく年金生活者を対象としたものであり
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、①移住者と地域住民のコミュニティの交流があり、②継続的なケアを受け
ることができ、終の住処としての性質を持つものである。
　①に関しては、まちの既存施設を利用することで、まちに溶け込むように
計画することで条件を満たす。②に関しては、公共施設の再編と連携し、
施設整備とサービスの面で補完することとする。
　そして、移住者の居住域の構築をまちのコンパクト化と絡めて中心要素と
することで、移住者にとって暮らしやすい環境が整う。(図.4)
第3章　まちのコンパクト化
3-1.コンパクトシティ (図.5)
　政府が進める政策の一つにコンパクトシティ政策が挙げられる。これは地
方都市において駅前を中心市街地として、そのエリアに都市機能を集約す
ることで活性化を狙うものであり、多くの試みがなされている。しかし、中山
間地域においては、離散的に都市機能が分布する地域も多く、まちの中
心を点的に定めて集約するには無理がある地域も多い。まちのコンパクト
化については地域に応じた方策が求められて然るべきである。
3-2.地域包括ケアシステム (図.6)
　地域包括ケアシステムとは、高齢化社会の福祉サービスの維持のために
、入居施設に頼るのではなく、在宅のまま地域の包括的な支援でサポート
していく取り組みである。地域包括ケアの実現において必要とされる要素と
しては、5 つの要素が挙げられており、①住まい ②生活支援 ③保健・予
防 ④介護 ⑤医療である。
なかでも、空間要素としては [ 住居/ サービス拠点/ 活動拠点/ 生活利便
施設] が挙げられており、これらの要素が集約・連携されることで終の住処
としての条件が満たされると言える。
3-3.A町の都市構造
(1)中心市街地 (図.7)
　A 町において人口密度が最も高い、中心市街地と言えるエリアは図の点
線で囲ったエリアである。旧行政地区のa,b,cの3地区に分けて見てみると、
b地区の中心市街地にあたる。よって、A町におけるb地区を本研究の対象
とすることにした。
(2)道路の重要性(旧街道とバイパス、除雪コストの問題)
　b地区は旧街道が通り、宿場町として栄えた歴史をもつ。また、この地域
は豪雪地帯であり、町は除雪コスト削減のために除雪ルートの効率化に取
り組んでいる。まちの成り立ちと現在抱えている問題から、道路の重要度に
着目し、点的に都市機能を集約するのではなく、主要道沿いに都市機能
を集約し、それに沿って居住域を構築することとした。
(3)コンパクト化×CCRC　沿道型居住域の構築 (図.8)
　具体的には、近傍に郊外型ショッピングセンターが立地し、生活の中心
が郊外の商業エリアに取って代わられている現状を踏まえ、中心市街地の
旧街道沿いエリアと郊外の商業エリアの両エリアをつなぐようにCCRC の居
住域を構築することを提案した。
第4章　集約プログラムの検討
　3 章で決定したCCRC居住域の構築エリアに集約するプログラムと設計
用地の検討を行う。公共施設と地域包括ケアシステムの空間要素に示され
る機能を抽出した。
4-1.公共施設　(図.9)
　周辺16施設の公共施設の立地、機能を評価し、集約すべきものを選定し
た。集約エリア内に立地しているものが3 施設であり、機能集約するものを
9つ抽出した。
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4-2.住居
　前述の通り、旧街道沿い中心市街地エリアと郊外商業エリアを接続するよ
うに居住域を構築する。また、旧街道沿い中心市街地エリアの空地にも点
々と住居を計画していくものとする。これらは5 章の設計提案にて具体的に
言及する。
4-3.サービス拠点
　サービス拠点とは、介護・医療におけるサービス拠点を表す。エリア内に
は既に、訪問介護ステーション/小規模多機能型居宅介護/歯科/接骨院/
薬局があり、保健・福祉系の公共施設の集約のほかに、近隣の個人開業医
療施設(内科、外科、はり)を誘致することとした。
4-4.活動拠点
　活動拠点とは、地域の住民が気軽に立ち寄り、集う、自助や互助を促すキ
ッカケとなる拠点を表す。エリア内には既に、神社、学校、カフェ・食事処、
郵便局、農協が立地している。
4-5.生活利便施設
　生活利便施設とは、スーパーなどの中間的就労の場であり、地域住民と
の関わりの場を表す。主に郊外商業エリアにて担保する。具体的には、スー
パー/衣料店/クリーニング・ランドリー/ガスステーション/コンビニなどが立
地している。
4-6.プログラム間の連携
　抽出したプログラムの連携を考えて計画し、拠点をネットワーク化する。
4-7.設計計画用地
　設計計画用地は、主に空き地/空き家/駐車場/エリア内公共施設を検討
対象とした。(図.10)
第5章　設計提案
　3パターンの設計を行う。[(5-1)主にサービス拠点としての性質を持つ施設 
(5-2)移住者の住居であり、地域住民と移住者の交流を促す活動拠点として
の性質を持つ施設(サ高住) (5-3)まちの隙間を埋めるように立地する集合
住宅]の3 パターンである。
5-1.行政センターの増改築
(1)行政センター
　もともとb地区の町舎であり、合併後しばらくはA町の本庁舎であった。老
朽化の問題を抱え、本庁舎としての機能がa地区の役場に移されたあとは、
アクティブシニアによる有償ボランティアの人材派遣事務所、生活相談機能
が納められている。地上3 階建てであるが、現在明確な目的で利用されて
いるのは1 階のみに留まり、2 階と3 階は余剰床となっている。
(2)サービス拠点への増改築
　保健センター・医療モール・デイサービス・集会機能などを集約し、グルー
プホームの機能を付加する。
5-2.サービス付き高齢者向け住宅
　接続エリアにサービス付き高齢者向け住宅を整備し、食堂を地域に開放
することで活動拠点としての性質を持たせる。
5-3.集合住宅
　点々と空地が生じやすいこのエリアにおいて、隙間を埋めるように計画す
る事を想定した集合住宅モデルを提案する。
結
設計提案を通して、中山間地域におけるCCRCの可能性及び今後の課題
を示した。
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